
※令和７年４月１日以降、県庁許可に関する手
続きについて、土木事務所から開発防災班へ
の経由が不要になります!!

これまで、建築宅地課に提出する開発許可申請等の書類は土木事務
所を経由することとしていましたが、令和7年4月1日以降は開発防災班
への申請・届出は土木事務所を経由せず、直接申請してください。

令和７年３月２１日 宮城県建築宅地課

※令和７年５月２３日以降、
開発許可申請の手数料が変わります!!

令和7年5月23日以降、宅地造成及び特定盛土等規制法（通称：盛土
規制法）の規制区域が県内全域に指定されます。これに伴い、都市計
画法第33条1項7号に基づき、盛土規制法の技術基準の審査が必要とな
り、令和7年5月23日以降に申請する開発許可申請の手数料が変更にな
ります。また、令和7年5月23日時点で開発許可申請中のものや、変更
許可を受ける予定のものも注意が必要です。

（宮城県ホームページ 開発許可に係る申請の手数料について
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対象となる手続きの例
・都市計画法第29条開発許可
・都市計画法第43条建築許可
・着手届
・工事完了公告前の建築承認
・工事完了届 等 令和７年４月１日より


